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概要 

 
 

この研究成果をまとめた論文が Scientific Reports 誌に 1月 16日に掲載されました。 

 

研究背景 

大型加速器実験、大型磁場閉じ込め核融合プラズマ加熱、医療用小型加速器等には、負イオンビ

ームが用いられています。磁場閉じ込め核融合プラズマ実験で、負イオンビーム入射によるプラズ

マ加熱／電流駆動の実現に成功しているのは、世界でも核融合科学研究所の大型ヘリカル装置（LHD）

負イオンビームの高周波振動現象の観測 

―ITER や負イオンビーム応用の開拓に貢献― 

磁場閉じ込め核融合研究の国際協力プロジェクトである ITER※1では、マイナス（負）

イオンを用いたビーム入射加熱装置の開発が行われています。ところが、負イオンビー

ム※2はビームが広がってしまいパワーを損失するという問題があり、その原因究明と解

決策の開発が急務の課題となっています。核融合科学研究所の永岡賢一教授（兼、名古

屋大学大学院理学研究科客員教授）、中野治久准教授（兼、名古屋大学大学院工学研究

科客員准教授）、名古屋大学大学院理学研究科の濱嶋大河さん（当時、現、株式会社

DENSO）、長岡技術科学大学電気電子情報工学専攻の中本崚也さん（当時、現、株式

会社 IHI）、鳴門教育大学大学院学校教育研究科の宮本賢治教授、東北大学大学院工

学研究科の高橋和貴准教授、ドイツマックスプランク研究所の Ursel Fantz 博士らのグ

ループは、負イオンビームの挙動を詳細に調べる実験を行い、負イオンビームの高周波

振動現象を観測しました。そして、この振動現象が、ビームを広げてしまう原因となる

ことを明らかにしました。さらに、この振動現象を抑える方法の発見にも成功しまし

た。この成果は、ITER プロジェクトの重要課題解決に大きな貢献を果たす可能性があ

るだけでなく、負イオンビームの幅広い応用を可能とする波及効果が期待されます（特

許も出願しています）。 
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と量子科学技術研究開発機構那珂フュージョン科学技術研究所で稼働していた JT60-U 装置だけで

あり、日本は世界最先端の負イオンビーム技術を有していると言えます。現在、フランスに建設中

の ITER プロジェクトでは、負イオンビーム入射装置の導入が決定され、ドイツとイタリアで負イ

オンビーム入射装置の開発研究が進められています。近年、ITER用の負イオンビームは、設計値の

２倍程度ビームが広がり、ポートの外にビームパワーが損失することが懸念され、その原因究明と

解決策の開発が急務の課題となっています。 

 

研究成果 

核融合科学研究所の永岡賢一教授（兼、名古屋大学大学院理学研究科客員教授）、中野治久准教

授（兼、名古屋大学大学院工学研究科客員准教授）、名古屋大学大学院理学研究科の濱嶋大河さん

（当時、現、株式会社 DENSO）、長岡技術科学大学電気電子情報工学専攻の中本崚也さん（当時、

現、株式会社 IHI）、鳴門教育大学の宮本賢治教授、東北大学大学院工学研究科の高橋和貴准教

授、ドイツマックスプランク研究所の Ursel Fantz教授らのグループは、核融合科学研究所の開発

用負イオン源※3（NIFS-RNIS）を用いて、負イオンビームの挙動を詳細に調べる実験を行いました。

ITER用の高周波放電※4負イオン源の環境を模擬するために、静かな放電を実現できる「直流」放電

型負イオン源に弱い高周波摂動を加えて、負イオンビームの計測を行い、負イオンビームの高周波

振動現象を観測しました。このビームの振動現象は、ビームを集束させる静電レンズ※5が高周波の

影響を受けて振動するために起こる現象と理解されますが、プラス（正）イオンビームでは観測さ

れないものでした。この振動現象は、負イオンビームに特有の現象であり、ビームを広げる効果が

あることから、ITER用負イオンビームが広がる原因となっている可能性があります。そこで、さら

に詳細に負イオンビームの振動現象の特性を調べました結果、高周波の周波数を下げること、及び、

パービアンス※6 と呼ばれるパラメータの最適条件を満たす運転領域でビームを生成することによ

り、この負イオンビームの振動現象を抑えることができることを示しました。 

 

 
図１．ビームの振動現象の概要図。負イオンビームはイオン源プラズマ内の高周波の影響を受け

て振動するため、ビームが大きく広がることがわかった。 
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図２．本実験を行ったときの負イオン源内の写真。負イオンビームを引き出す穴付近に設置した

高周波アンテナを用いて弱い高周波電場をかけて、負イオンビームの変化を計測しました。ビーム

は紙面の奥方向に加速されます。 

 
 

研究成果の意義と今後の展開 

ITER 用の負イオンビームの広がりの原因の可能性の一つを明らかにし、その解決策を示すこと

ができました。今後は、ITER用の負イオン源を使った検証実験を行う必要があります。現在、核融

合科学研究所と ITER とマックスプランク研究所の共同研究が実施されており、今回の成果をさら

に発展していきたいと考えています。 

 また、負イオンビームは、正イオンビームより作りにくいことから、その実用化は限られており、

産業応用への発展が正イオンビームに比べて大きく遅れています。今回の研究成果は、負イオンビ

ームの広がりを自在に制御する技術にも発展させることができるため、負イオン制御技術の高度化

が可能であることを示しました。この技術は、特許出願しています。負イオンビームの幅広い応用

研究にも展開したいと考えています。 

 

【用語解説】 

※1 ITER 

フランスに建設中の磁場閉じ込め核融合装置を用いた核融合燃焼プラズマの実験プロジェク

ト。核融合反応を利用して自己加熱するプラズマを実現する計画。 

※2 負イオンビーム 

負の電荷をもった粒子の集団が一方向に高速に飛行するビーム。 

※3 イオン源 

荷電粒子の集合体であるプラズマからイオンを引き出し、加速しイオンビームを生成する装

置。 

※4 高周波放電 

 高周波を印加してプラズマを生成する放電方式。 

※5 静電レンズ 

 荷電粒子ビームの軌道を修正する電位構造。光を集束せるためにはガラスレンズなどが用い

られるが、イオンビームは電位構造でレンズを作ることができる。 
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※6 パービアンス 

ビームの電流とビームのエネルギーから決まる指標の一つ。ビームの集束性を決める指標と

してよく用いられる。 
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